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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第152期
第３四半期
連結累計期間

第153期
第３四半期
連結累計期間

第152期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 873,165 924,922 1,323,503

経常利益 (百万円) 16,360 29,767 30,242

四半期(当期)純損益 (百万円) △6,114 13,722 1,181

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △10,418 24,672 7,661

純資産額 (百万円) 274,522 311,491 292,601

総資産額 (百万円) 1,440,380 1,456,493 1,494,695

１株当たり四半期(当期)純損益 (円) △5.37 12.05 1.04

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― 11.76 ―

自己資本比率 (％) 19.0 21.3 19.5

　

回次
第152期
第３四半期
連結会計期間

第153期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純損益 (円) △6.67 9.38

(注)  １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、当第３四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は以下のとおりである。

（開発事業）

従来、「その他」に区分していた大成サービス㈱は、平成24年４月１日付で「開発事業」に区分してい

た四半期連結財務諸表提出会社の特定子会社である有楽土地㈱を吸収合併し、大成有楽不動産㈱へ商号

を変更している。

これに伴い、第１四半期連結会計期間より大成有楽不動産㈱は「開発事業」に区分している。
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第２ 【事業の状況】

第２  [事業の状況]における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

である。

　

(1)業績の状況

日本経済は、期初には、住宅投資や設備投資の一部に明るさが見られたものの、海外景気の減速や政策

効果の反動の影響等により生産や消費が弱含むなど、全体として減速傾向が強まった。

国内建設市場は、需要が比較的堅調であったものの、受注競争が緩和するには至らず、厳しい経営環境

が続いている。

こうした状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績は次のとおりとなった。

売上高については、土木事業及び建築事業の増加により前年同期比5.9％増の9,249億円となった。

利益については、開発事業の増益により売上総利益は前年同期比8.5％増の866億円となり、販売費及び

一般管理費が同2.7％減の559億円となったことから、営業利益は同37.4％増の306億円となった。また、営

業利益の増加に加え、為替差損益の改善に伴う営業外損益の好転により経常利益は同81.9％増の297億円

となった。更に、四半期純損益は前年同期に連結子会社にて減損損失を計上したことの反動等に伴い特別

損益が好転したことから、137億円の利益（前年同期は61億円の損失）となった。

　
報告セグメント等の業績を示すと次のとおりである（報告セグメント等の業績については、セグメン

ト間の内部取引を含めて記載している。）。なお、「第４  経理の状況  １  四半期連結財務諸表  （セ

グメント情報等）」に記載のとおり、前年同期の各数値を組み替えた上で当第３四半期連結累計期間と

の比較を行っている。
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①土木事業

売上高は主として当社の増加により前年同期比8.7％増の2,477億円となった。また、営業利益につい

ても主として当社の完成工事総利益が増加したことから、同45.4％増の107億円となった。

②建築事業

売上高は当社及び連結子会社の増加により前年同期比5.5％増の6,405億円となったものの、主とし

て当社の利益率悪化により完成工事総利益が減少したことから営業利益は同43.8％減の157億円と

なった。

③開発事業

売上高は連結子会社における分譲マンションの引渡戸数の増加等により前年同期比9.4％増の833億

円となった。また、営業利益についても前年同期に当社にて優先出資証券評価損を計上したことの反動

及び連結子会社の開発事業等総利益が増加したこと等から35億円（前年同期は132億円の損失）と

なった。

④その他

売上高は前年同期比21.9％減の61億円、営業利益は同2.9％増の２億円となった。

　

(2)財政状態

①資産の状況

資産合計は、現金預金の減少等により前連結会計年度末比2.6％・382億円減少し、1兆4,564億円と

なった。

②負債の状況

負債合計は、支払に伴う工事未払金の減少及び資金調達に係る有利子負債の削減等により前連結会

計年度末比4.7％・570億円減少し、1兆1,450億円となった。なお、資金調達に係る有利子負債残高は、前

連結会計年度末比3.3％・137億円減少し、4,054億円となった。

③純資産の状況

純資産は、四半期純利益の計上に加え、株式相場上昇に伴うその他有価証券評価差額金の増加等によ

り前連結会計年度末比6.5％・188億円増加し、3,114億円となった。また、自己資本比率は、前連結会計

年度末比1.8ポイント増の21.3％となった。

　
(3)対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はない。

　　　　　　

(4)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は57億円である。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,200,000,000

計 2,200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,140,268,8601,140,268,860
東京・大阪・名古屋証券取引
所（市場第一部）

単元株式数は
1,000株である。

計 1,140,268,8601,140,268,860 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　　　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　　　　　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　　　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ― 1,140,268,860― 112,448 ― 56,538
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成24年９月30日の株主名簿による記載をして

いる。

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式    1,107,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式1,131,688,000 1,131,688 ―

単元未満株式 普通株式    7,473,860 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 1,140,268,860 ― ―

総株主の議決権 ― 1,131,688 ―

(注)  １  「完全議決権株式(その他)」の株式数及び議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権

６個)含まれている。 

２  「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式が106株含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大成建設株式会社

東京都新宿区西新宿
          一丁目25番１号

1,107,000 ─ 1,107,0000.10

計 ― 1,107,000 ─ 1,107,0000.10

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ている。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 243,736 134,220

受取手形・完成工事未収入金等 384,779 398,018

未成工事支出金 111,012 145,807

たな卸不動産 145,359 150,666

その他のたな卸資産 10,250 10,266

その他 88,905 106,303

貸倒引当金 △1,112 △498

流動資産合計 982,931 944,783

固定資産

有形固定資産

土地 141,848 141,015

その他（純額） 70,790 68,966

有形固定資産合計 212,638 209,982

無形固定資産 7,167 7,008

投資その他の資産

投資有価証券 194,057 210,790

その他 113,091 98,452

貸倒引当金 △15,191 △14,523

投資その他の資産合計 291,958 294,719

固定資産合計 511,764 511,710

資産合計 1,494,695 1,456,493
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 447,520 413,927

短期借入金 197,947 166,305

1年内償還予定の社債 2,200 2,200

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 20,000

未成工事受入金 132,007 141,897

完成工事補償引当金 2,168 2,296

工事損失引当金 24,084 15,842

その他 115,268 105,135

流動負債合計 921,195 867,604

固定負債

社債 48,400 47,300

新株予約権付社債 20,000 －

長期借入金 150,701 169,648

退職給付引当金 31,859 33,298

役員退職慰労引当金 386 450

関係会社事業損失引当金 1,184 725

環境対策引当金 308 307

その他 28,058 25,669

固定負債合計 280,898 277,398

負債合計 1,202,094 1,145,002

純資産の部

株主資本

資本金 112,448 112,448

資本剰余金 94,169 94,169

利益剰余金 78,292 86,318

自己株式 △196 △282

株主資本合計 284,713 292,653

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9,942 20,691

繰延ヘッジ損益 △61 △4

土地再評価差額金 △587 △587

為替換算調整勘定 △2,739 △2,728

その他の包括利益累計額合計 6,554 17,370

少数株主持分 1,333 1,467

純資産合計 292,601 311,491

負債純資産合計 1,494,695 1,456,493
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高

完成工事高 782,744 827,486

開発事業等売上高 90,421 97,435

売上高合計 873,165 924,922

売上原価

完成工事原価 703,338 758,621

開発事業等売上原価 89,998 79,650

売上原価合計 793,337 838,272

売上総利益

完成工事総利益 79,405 68,865

開発事業等総利益 422 17,785

売上総利益合計 79,828 86,650

販売費及び一般管理費 57,486 55,960

営業利益 22,341 30,689

営業外収益

受取配当金 2,356 2,383

その他 1,114 2,919

営業外収益合計 3,471 5,302

営業外費用

支払利息 5,683 4,847

為替差損 2,651 －

その他 1,117 1,377

営業外費用合計 9,452 6,224

経常利益 16,360 29,767

特別利益

固定資産売却益 64 7

投資有価証券売却益 1,126 0

ゴルフ会員権売却益 0 5

その他 43 －

特別利益合計 1,235 13

特別損失

投資有価証券評価損 2,215 2,809

減損損失 10,367 －

その他 516 825

特別損失合計 13,099 3,634

税金等調整前四半期純利益 4,496 26,146

法人税等 10,611 12,296

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△6,114 13,849

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 127

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,114 13,722
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△6,114 13,849

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5,155 10,750

繰延ヘッジ損益 △21 58

為替換算調整勘定 64 42

持分法適用会社に対する持分相当額 △39 △28

土地再評価差額金 848 －

その他の包括利益合計 △4,303 10,823

四半期包括利益 △10,418 24,672

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △10,486 24,539

少数株主に係る四半期包括利益 67 133
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

有楽土地㈱は、大成サービス㈱との合併により消滅したため第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除

外した。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項なし。

 

　

　
【会計方針の変更等】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

一部の連結子会社を除き、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

この変更が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。

 

　

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

（税金費用の計算）

税金費用に関しては、主として当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してい

る。

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を乗じて計算している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  偶発債務

(1) 保証債務

下記の連結会社以外の会社等の借入金等に対して保証を行っている。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

大成富士山南陵開発㈱ 4,500百万円大成富士山南陵開発㈱ 3,900百万円

高槻市JR高槻駅北東土地区画
整理組合

1,034 アール40(同) 1,646

その他７件 1,298 その他８件 1,336

計 6,832 計 6,883

　

(2) 追加出資義務

下記の特定目的会社の借入金返済義務等に対して追加出資義務を負っている。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

駿河台開発特定目的会社 15,680百万円駿河台開発特定目的会社 15,680百万円

特定目的会社アゼリアヒルズ 2,700 　 　

計 18,380 計 15,680

なお、駿河台開発特定目的会社に対する追加出資義務については連結会社の負担額を記載している。

　

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりである。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 5,954百万円 5,025百万円

のれんの償却額 43百万円 43百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

１  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,848 2.50平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 2,848 2.50平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金

　　　　　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間末後となるもの

該当事項なし。

　　　

当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

１  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,848 2.50平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 2,847 2.50平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金

　　　　　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間末後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

従来、「その他」に区分していた大成サービス㈱は、平成24年４月１日付で「開発事業」に区分してい

た有楽土地㈱を吸収合併し、大成有楽不動産㈱へ商号を変更している。

これに伴い、第１四半期連結会計期間より大成有楽不動産㈱は「開発事業」に区分したため、前第３四

半期連結累計期間のセグメント情報を組み替えて表示している。

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）土木 建築 開発 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 213,329581,45071,871866,6526,513873,165 － 873,165

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14,55725,8554,33044,7431,31446,057△46,057 －

計 227,887607,30676,202911,3957,828919,223△46,057873,165

セグメント利益又は損失（△） 7,38528,067△13,27622,175206 22,381△40 22,341

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定等

建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでいる。

２  セグメント利益又は損失（△）の調整額△40百万円には、セグメント間取引消去等２百万円、のれん償却額△

43百万円が含まれている。

３  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

　
当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）土木 建築 開発 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 232,211608,97279,133920,3174,605924,922 － 924,922

セグメント間の内部売上高
又は振替高

15,50631,5844,22251,3121,51152,824△52,824 －

計 247,717640,55783,355971,6296,116977,746△52,824924,922

セグメント利益 10,74115,7723,59430,108212 30,320 368 30,689

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定等

建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでいる。

２  セグメント利益の調整額368百万円には、セグメント間取引消去等411百万円、のれん償却額△43百万円が含ま

れている。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益又は四半期純損失 　 　

１株当たり四半期純利益 ― 12.05円

１株当たり四半期純損失 5.37円 ―

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益 （百万円） ― 13,722

四半期純損失 （百万円） 6,114 ―

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） ― 13,722

普通株式に係る四半期純損失 （百万円） 6,114 ―

普通株式の期中平均株式数 （千株） 1,139,579 1,139,251

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 11.76円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額 （百万円） ― 359

（うち支払利息（税額相当額控除後）） （百万円） ― 359

普通株式増加数 （千株） ― 58,479

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

―――――――― ――――――――

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

　
　

(重要な後発事象)

 四半期連結財務諸表提出会社は、新たに組成した劣後ローンへの借り換えのため、下記のとおり第

１回取得条項付無担保転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）の全額を買入消却した。

　

(1) 買入消却銘柄    大成建設株式会社  第１回取得条項付無担保転換社債型

新株予約権付社債（劣後特約付）

(2) 買入消却実施日  平成25年１月10日

(3) 買入消却額      200億円
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２【その他】

(1) 中間配当

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

①決議年月日 平成24年11月12日

②中間配当金の総額 2,847,904,385円

③１株当たりの額 2.50円

④支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成24年12月４日

　

(2) 追加情報

 四半期連結財務諸表提出会社は従来、退職給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職

一時金制度を設けているが、平成25年４月１日より将来勤務部分の一部を確定給付企業年金制度か

ら確定拠出年金制度へ移行することについて、平成24年12月25日に労使合意している。

 この制度移行に伴う影響は、現時点の試算によると、退職給付債務が11,033百万円減少し、過去

勤務債務が△11,033百万円発生する見通しである。当該過去勤務債務は、改訂日（平成24年12月25

日）より10年の定額法により費用処理する。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月７日

大成建設株式会社

代表取締役社長  山  内  隆  司  殿

　
有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    山　　田　　辰　　己　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    星　　長　　徹　　也　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    草　　野　　和　　彦　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大成

建設株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年
12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大成建設株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

（注）１  上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもの

であり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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